
車両安全対策の事後効果評価

平成28年度 第２回車両安全対策検討会

平成28年12月9日

安全－資料－８



背景、目的

• 平成23年の交通政策審議会報告書において交
通事故死者数削減目標（平成32年度までに平成
22年比で車両安全対策により1,000人削減）が設
定された。

• 中間年である平成27年度の調査結果では735人
の削減効果と試算された。

• 平成32年の目標に向けた達成状況について検証
するため、直近の統計（平成27年）における事後
効果評価として、先進安全技術の効果評価を実
施する。
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基準

基準

非基準

非基準

事後効果評価の考え方

平成22年
（基準年）

平成27年
（評価年）

平成32年
（目標年）

1000人

削
減
死
者
数

前面衝突基準
側面衝突基準
歩行者保護基準
大型車後部追突防止装置
大型車前部潜り込み防止装置
シートベルトリマインダー（運転席）
補助制動灯
横滑り防止装置
車両安定性制御装置

後退時後方視界情報提供装置

車両周辺視界情報提供装置

車両周辺障害物注意喚起装置

ふらつき注意喚起装置

車間距離警報装置

車線逸脱警報装置

前方障害物衝突軽減制動制御装置

非基準の車両安全対策

（参考）基準化された車両安全対策

報告内容
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評価する車両安全技術



＜乗用車＞
後退時後方視界情報提供装置（バックカメラ）
ふらつき注意喚起装置（ふらつき警報）
車間距離警報装置（車間距離警報）
車線逸脱警報装置（LDWS）
前方障害物衝突軽減制動制御装置（AEBS）
車両周辺視界情報提供装置
車両周辺障害物注意喚起装置

＜大型車＞
ふらつき注意喚起装置
車間距離警報装置
車線逸脱警報装置（昨年度評価済み）
前方障害物衝突軽減制動制御装置（昨年度評価済み）
定速走行・車間距離制御装置

今回の報告内容

評価する車両安全技術



評価手法

効果評価の分析には、ITARDA交通事故統合データベース（平成２２年および平成
２7年）を使用し、以下の手順で分析を行った。

1. 装備状況の整理
– 車両型式を基準にして、装備の有無を群分けして整理。

• 標準装備：標準装備設定のみの車両型式

• オプション設定あり：オプション設定のある車両型式（装備車両と非装備車両が混在）

• 非装備：設定がない車両型式

2. 普及状況の確認
– 保有台数統計から、装備車種別の普及率を算出。

3. 装備状況別の安全性指標の算出
– 事故データより装備状況別の安全性指標（致死率、保有台数あたりの事故件数）を算出。

4. 死者数削減効果の推計
– 評価年の装備状況別の保有台数構成が基準年と同等であったと仮定した場合の死者数と、実
際の死者数の差分から削減効果を推計。
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1.装備状況の整理 2.普及状況の確認 3.装備状況別の安
全性指標の算出

4.死者数削減効果
の推計



NASVAの安全装置の装備状況一覧をベースに、各社のカタログ情報を用いて補足して調査した

装備状況の整理方法



平成27年（実績）平成22年と同じ保有状況
を仮定した場合（推計）

【アクティビティ】
・装備状況の調査

【アウトプット】
・適合状況が充実した⾞両の
普及促進(H22、H27年)

1.装備状況の整理

•標準装備設定あり

•装備設定なし（オプション設定もなし）

【中間アウトカム】
・対策の効果（適合する
ほど致死率が低い）

【最終アウトカム】
・H22年⽐の死者数の低減
効果の推測

もしもH22年とH27年の適合状況別の車両保有構成が同じだったら？
53033件から9121件削減されたものと推測 (差分＝普及の効果)
9121件から30⽇死者数を推計して、1⼈の30⽇死者削減

評価手順－AEB（乗用車）の例－

2.普及状況の確認

3.装備状況別の安全性指標の確認

AEB標準装備⾞両の普及が促進(0.1%→1.5%)

4.死者数削減効果の推計
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•オプション設定あり

9121件削減

事
故
件
数
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参考：非基準の車両安全対策の効果（昨年度の検討方法）
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40
点
満
点
）

車種

JNCAP予防アセスメントの得点

ASV

ASV+

非基準の車両安全対策の事後効果評価では、以下の4項目を
対象とする。
自動車アセスメントの評価項目で非基準の項目
• 衝突被害軽減ブレーキ
• 車線逸脱警報
• シートベルトリマインダー（助手席、後席）
ASV技術の中で、新車への装着率が増加している対策
• 車両周辺障害物注意喚起装置

事後効果評価の実施にあたっては、自動車アセスメントで評価
された車種名を基準に、以下の条件に合致する車両とそれ以外
の車両に分類する。しかしながら、下記条件に合致する車両は、
従来の適合区分では混合車群であり、適合車群とはならない。そ
のため、基準化された車両安全対策の評価に準じて安全性指標
の算出のみを行うこととする。
• 衝突被害軽減ブレーキ
自動車アセスメントの評価で上位グループに入る車種名
（得点30点以上）

• 車線逸脱警報
自動車アセスメントの評価で上位グループに入る車種名
（LDWSの評価対象車種）

• シートベルトリマインダー
後席が評価対象となった車種名

• 車両周辺障害物注意喚起装置
装備車種を推定する客観的情報なし

【参考】
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JNCAP-AEBS試験の得点
上位グループ
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得
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（
8点
満
点
）

車種

JNCAP-LDWS試験の得点
上位グループ

昨年度は、「標準装備」などの装備情報を考慮していなかったが、
今年度は車両型式別（標準装備設定、非装備）で集計しているため、より精緻な分析と考えられる



車両安全対策の効果-普及率と事故件数比率（バックカメラ）

11

1.装備状況の整理 2.普及状況の確認 3.装備状況別の安
全性指標の算出

4.死者数削減効果
の推計
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車両安全対策の効果-普及率と事故件数比率（ふらつき警報）
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1.装備状況の整理 2.普及状況の確認 3.装備状況別の安
全性指標の算出

4.死者数削減効果
の推計
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車両安全対策の効果-普及率と事故件数比率（車間距離警報）
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1.装備状況の整理 2.普及状況の確認 3.装備状況別の安
全性指標の算出

4.死者数削減効果
の推計
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車両安全対策の効果-普及率と事故件数比率（LDWS）
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1.装備状況の整理 2.普及状況の確認 3.装備状況別の安
全性指標の算出

4.死者数削減効果
の推計
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車両安全対策の効果-普及率と事故件数比率（AEB）
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1.装備状況の整理 2.普及状況の確認 3.装備状況別の安
全性指標の算出

4.死者数削減効果
の推計
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車両安全対策の効果-死者削減効果推計（バックカメラ）
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1.装備状況の整理 2.普及状況の確認 3.装備状況別の安
全性指標の算出

4.死者数削減効果
の推計

1 0 6 2 3 1 1 7 7 5 1 1 5 2 0

5 0 6 5 6 3 5 7 0

3 0 3 7 3 6 2 9 5 9 2 3

9 0 6 9 8 7 8 1 0

3 1 2 8 -3 0

2 4 8 2 9 8 5 0 0

4 5 6 2 4 8 0 7 2 4 5 0

1 9 8 2 7 4 7 6 0

1 3 2 4 1 5 0 4 1 8 0 0

1 5 0 8 1 6 6 1 1 5 3 0

6 8 7 7 9 0

3 5 6 4 0 6 5 0 0

事故件数削減効果 3 0日死者の削減効果

バックカメラ

乗用

車両相互（後退時）

平成2 7年の事故件数
平成2 2年から

普及が進まなかった場合の
事故件数

車両単独（後退時）

人対車両(後退時）

貨物

車両相互（後退時）

車両単独（後退時）

人対車両(後退時）

軽乗用

車両相互（後退時）

軽貨物 車両単独（後退時）

人対車両(後退時）

車両単独（後退時）

人対車両(後退時）

車両相互（後退時）

※安全技術ごとに事故データを個別に集計しているため、検討した安全技術間で重複した効果となっている可能性がある



車両安全対策の効果-死者削減効果推計（ふらつき警報）
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1.装備状況の整理 2.普及状況の確認 3.装備状況別の安
全性指標の算出

4.死者数削減効果
の推計

7 1 8 5 8 5 0 6 1 3 2 1 2 1

8 9 1 1 5 1 5 6 2 4 6 7

3 8 6 4 7 9 9 3 4 0

3 6 8 5 4 2 7 4 5 8 9 1 3

4 4 3 7 4 5 3 0 2 2 4

2 3 6 2 7 8 4 2 1 5

軽乗用

車両相互

車両単独

人対車両

車両単独

人対車両

平成2 7年の事故件数
平成2 2年から

普及が進まなかった場合の
事故件数

事故件数削減効果 3 0日死者の削減効果

ふらつき警報

乗用

車両相互

※安全技術ごとに事故データを個別に集計しているため、検討した安全技術間で重複した効果となっている可能性がある



車両安全対策の効果-死者削減効果推計（車間距離警報）

18

1.装備状況の整理 2.普及状況の確認 3.装備状況別の安
全性指標の算出

4.死者数削減効果
の推計

乗用 9 0 0 1 3 1 0 2 5 8 1 1 2 5 6 8 1

軽乗用 5 4 7 9 5 6 0 7 8 6 5 9 9 1 2

平成2 2年から
普及が進まなかった場合の

事故件数
事故件数削減効果 3 0日死者の削減効果

車間距離警報
車両相互（追突）

車両相互（追突）

平成2 7年の事故件数

※安全技術ごとに事故データを個別に集計しているため、検討した安全技術間で重複した効果となっている可能性がある



車両安全対策の効果-死者削減効果推計（LDWS）

19

1.装備状況の整理 2.普及状況の確認 3.装備状況別の安
全性指標の算出

4.死者数削減効果
の推計

1 4 4 3 1 8 0 8 3 6 5 2 0

7 7 1 9 4 1 1 7 1 2

1 0 2 6 1 2 5 1 2 2 5 2 0

7 6 1 8 5 1 0 9 3

平成2 7年の事故件数
平成2 2年から

普及が進まなかった場合の
事故件数

事故件数削減効果 3 0日死者の削減効果

車線逸脱警報

乗用
車両相互（正面）

車両単独（路外逸脱）

軽乗用
車両相互（正面）

車両単独（路外逸脱）

※安全技術ごとに事故データを個別に集計しているため、検討した安全技術間で重複した効果となっている可能性がある



車両安全対策の効果-死者削減効果推計（AEB）

20

1.装備状況の整理 2.普及状況の確認 3.装備状況別の安
全性指標の算出

4.死者数削減効果
の推計

昼間 4 3 9 1 2 5 3 0 3 3 9 1 2 1 1

夜間 1 5 6 3 0 2 3 0 7 0 7 4 4 0 1

昼間 8 8 1 1 0 2 2 0

夜間 8 1 9 6 1 5 0

昼間 5 8 2 8 7 1 6 3 1 3 3 5 1 9

夜間 3 8 6 0 4 6 6 1 8 0 1 8 1

昼間 2 9 0 5 4 3 4 9 4 1 5 8 8 7 1

夜間 1 3 2 3 4 1 5 6 1 8 2 3 8 4 1

昼間 6 2 1 0 1 3 9 0

夜間 4 8 8 3 3 5 0

昼間 2 9 7 2 3 7 5 6 7 8 4 1 7

夜間 2 1 9 8 2 5 3 9 3 4 1 3 6

昼間 8 0 6 3 8 9 3 9 8 7 6 0

夜間 2 2 8 9 2 5 4 0 2 5 1 0

昼間 2 0 3 1 1 1 0

夜間 6 1 2 6 0

昼間 1 0 3 4 1 2 7 6 2 4 2 9

夜間 5 2 4 5 9 6 7 2 1 0

事故件数削減効果 3 0日死者の削減効果

被害軽減ブレーキ

乗用

車両相互
（追突）

平成2 7年の事故件数
平成2 2年から

普及が進まなかった場合の
事故件数

車両単独
（駐車車両）

人対車両

軽乗用

車両相互
（追突）

車両単独
（駐車車両）

人対車両

軽貨物

車両相互
（追突）

車両単独
（駐車車両）

人対車両

※安全技術ごとに事故データを個別に集計しているため、検討した安全技術間で重複した効果となっている可能性がある


